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はじめに

2022 年 2 月 24 日に始まったロシアの武力侵攻は、インターネットを通
じてウクライナ国民の抵抗を世界に印象付けるものとなった。武装したロ
シア兵にヒマワリの種を差し出して抗議する女性や戦車の前進を素手で押
し止めようとする男性、あるいは実際の小銃や木製の模擬銃による戦闘訓
練及び火炎瓶の製造やその投擲訓練に参加する市民の姿は、改めてウクラ
イナ国民の抵抗の意志の強さを侵略者や国際社会に知らしめた 1。因みにフ
ェリプ・ダザ・シエラ（Felip Daza Sierra）パリ政治学院及びカタルーニ
ャ・オベルタ大学教授が行った調査研究によれば、武力侵攻が始まった 2
月 24 日から 6 月 30 日までの間のウクライナ全土で実施されたロシア軍に
対する非暴力的民間抵抗活動は 235 件を記録し、その内訳として態様別で
はデモ等の抗議活動が 148 件、怠業等の非協力活動が 51 件、道路標識の改
ざん等の妨害活動が 36 件、また地域別では北部（チェルニヒウ、スーミ、
キーウ）が 20 件、南部（ヘルソン、ザポリッジャ、オデーサ）が 191 件、
東部（ハルキウ、ルハンスク、ドネツク）と西部（リヴィウ、チェルニウ
ツィ、リーウネ）が各 9 件、その他が 6 件、更に時期別では 2 月が 17 件、
3 月が 131 件、4 月が 23 件、5 月が 35 件、6 月が 29 件となった 2。またキ
ーウ国際社会学研究所（Kyiv International Institute of Sociology、以下

「KIIS」と略）が 2022 年 2 月 5 ～ 13 日に行った世論調査によれば、ロシア
の武力侵攻に対して武装抵抗すると回答した国民は全国平均で最多の
37.3％に達し、次いでデモ・抗議・ボイコット・スト・不服従等の民間抵
抗活動へ参加すると答えた国民が 25.0％と続き、いずれも前年 12 月に行っ
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た前回の世論調査結果と比べて武装抵抗は 4 ポイント、民間抵抗活動への
参加も 3.3 ポイント増加するとともに、性別では男性の 60.4％、女性でも
18.1％が武装抵抗と回答し、その年齢別では 18 ～ 29 歳が 36.3％、30 ～ 39
歳が 42.8％、40 ～ 49 歳が 43.8％、50 ～ 59 歳が 43.8％、60 ～ 69 歳が 32.5％、
70 歳以上が 18.8％という結果になり、特に兵役年齢を過ぎた 30 歳以上の
壮年層の回答率の高さが際立っている 3。 

このような国民の抵抗活動やその抗戦意志を常備軍による国土防衛戦と
一体化させたのが、2021 年 7 月に成立し、翌年 1 月１日に施行したナショ
ナル・レジスタンスの基本（On the Fundamentals of National Resistance）
に関する法律（以下「レジスタンス基本法」と略）であり、これに基づい
て創設されたのが志願した国民などで編成された領域防衛隊である。なお
レジスタンス基本法は、ナショナル・レジスタンスを、国家の軍事的安全、
主権、領土保全を確保し、侵略を抑止・撃退し、敵に容認できない損害を
与え、その結果敵がウクライナに対する武力侵略を停止せざるを得なくな
ることを目的とした行動に、ウクライナ国民が可能な限り広く参加するこ
とにより、ウクライナの防衛を促進するために組織され、実施される一連
の措置と定義している 4。また同法は領域防衛隊を、ウクライナ軍の別働隊
で、組織、訓練、領域防衛任務に任ずると定義するとともに、その志願兵
について、ウクライナ国民、外国人又は無国籍者で過去５年間合法的な理
由からウクライナに滞在し、ウクライナ軍の領域防衛隊の志願編成の一部
に志願して入隊した者と定めている 5。

そして特殊作戦部隊の基地で行われたレジスタンス基本法とウクライナ
軍の兵力規模に関する改正法の署名式典においてヴォロディミル・ゼレン
スキー（Volodymyr Zelenskyy）大統領は、これらの法律が特殊作戦部隊
によって抵抗活動を組織化する梃子としてウクライナの防衛能力の増強に
貢献するとともに、このシステムの創設はウクライナの防衛が挙国一致し
た課題であることを知らしめる強力なシグナルであると強調した 6。また当
時のヴァレリー・ザルジニー（Valerii Zaluzhnyi）ウクライナ軍総司令官
は、ロシアの武力侵攻直前の声明において「我々は戦闘態勢を整え、短期
間の内に領域防衛隊を展開し、それらの部隊に対戦車誘導ミサイルシステ
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ムと携帯式防空システムを装備させ、領域防衛隊の人員を訓練するために
対戦車誘導ミサイルシステムのオペレーターを指導者として育成してい
る。我々はキーウの防衛を強化するとともに戦争を戦い抜き、然るべき訓
練を行ってきた。従って彼らは花束ではなくスティンガー、ジャべリン及
び NLAW（Next generation Light Anti-tank Weapon の略－筆者注）とい
った対戦車ミサイルで敵を迎え撃つ準備ができている。地獄へようこそ」
と述べた 7。そしてこの言葉の通り、武力侵攻したロシア軍がその後首都キ
ーウの占領を断念し撤退を余儀なくされた背景に、志願した国民を主体と
する領域防衛隊がウクライナ正規軍の最前線での抵抗や多方面にわたる反
撃の場面で重要な役割を果たしてきたことを振り返ると、改めて今回のロ
シアの武力侵攻に対するウクライナ国民の抵抗の意志の強さに瞠目せざる
を得ない 8。

それでは何がウクライナ国民をこのようなナショナル・レジスタンスに
駆り立てたのであろうか。また何がウクライナにおけるナショナル・レジ
スタンスを可能ならしめたのであろうか。そしてウクライナのナショナル・
レジスタンスの意義とは何か。これらの問いに対する答えを見出すことが
本小論の目的であり、この考察を通して未だ先行きが見えない現時点にお
けるロシア・ウクライナ戦争の将来を見通す手がかりを得ることができれ
ばと考えている。

１．何が国民をナショナル・レジスタンスに駆り立てたのか？

（１）ウクライナ国民の抵抗の意志

ロシアの武力侵攻開始から 4 か月間におけるウクライナの民間抵抗活動
について考察した米国のランド研究所の報告書 は、1930 年代にヨシフ・ス
ターリン（Joseph Stalin）が行ったホロドモール（飢饉によるジェノサイ
ド）と知識人の間引きといった旧ソ連時代の弾圧に対するウクライナの独
立闘争が現代のウクライナ人の気風、文化的伝承、民族の象徴となってい
るとした上で、その一例として帝政ロシアの時代に使用を禁止されたウク
ライナ語が現在のロシアの侵略に対するナショナル・レジスタンスの象徴
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の一つとされていることを挙げている 9。しかし今回、ウクライナ国民をナ
ショナル・レジスタンスに駆り立てたものは、そのような歴史の記憶のみ
であろうか。因みにホロドモールに対する国民の認識について 2007 年 11
月に KIIS が行った世論調査では、63.2％の国民が立法議会によるホロドモ
ールのジェノサイド認定を全面的に又はどちらかと言えば支持すると回答
しているが、その前年 11 月に行われた世論調査では、立法議会は遅滞なく
ホロドモールをジェノサイドに認定すべきと回答した者は 38.5％に止まっ
ており、このことはホロドモールという歴史の記憶が当時の国民の中で必
ずしも一致したコンセンサスを得られていなかったことを示している 10。
またソ連時代に対する評価について 2020 年 5 月に KIIS が行った世論調査
においても、34.7％の国民はウクライナがソ連の一部であったことはウク
ライナにより多くの利益をもたらしたと考え、より有害であったと答えた
国民が 27.9％に止まったのは過去の歴史の記憶と現在の国民の意識の乖離
の表れと言えるであろう 11。

それでは何が国民をナショナル・レジスタンスに駆り立てたのであろう
か。それはウクライナ社会の変革を求める国民の意志であり、腐敗・汚職
が蔓延したロシア型社会との決別の願いと言えるであろう。政府に対する
国民の信頼度について 2012 年 7 月に KIIS が行った世論調査によれば、政
府を信頼できない三大理由の首位に「腐敗・汚職」を挙げた国民は 54％に
上り「役人による不当な扱い」（38％）、「官僚主義」（29％）を大きく引き
離すとともに、信頼回復のために政府が取り組むべき要素として「反腐敗・
汚職」を挙げた国民も 54％となり「業務の公開・透明性」（31％）、「対応
の質の向上」（22％）を遥かに上回る結果となった 12。また同じく代議士や
公務員の腐敗・汚職について 2013 年 2 ～ 3 月に KIIS が行った世論調査に
よれば、立法議会で成立した腐敗対策に関する法律は効果がないと考える
国民は 88.2％を記録するとともに、国民投票によって反腐敗法を制定する
必要があると考える国民も 88.0％に達した 13。さらにマイダン革命（尊厳
の革命）について 2014 年 2 月に KIIS が行った世論調査によれば、政府に
対する抗議運動に参加した国民の 42.9％が「腐敗したヤヌコーヴィチ体制
への怒り」を挙げて最多となり、それを地域別で見ると主要都市リヴィウ、



ロシアの武力侵攻に対するウクライナのナショナル・レジスタンス

　阪経法論 91（’24.11）　⑤

リーウネ州、チェルニウツィ州などの西部では 67.6％、また首都キーウ、
チェルニヒウ州、スーミ州などの中部でも 54.8％を数え全国平均を超える
結果となった 14。そして腐敗したヴィクトル・ヤヌコーヴィチ（Victor 
Yanukovych）政権が倒れた後の同年 4 ～ 5 月に行われた世論調査によれ
ば、マイダン革命の前後を比較してウクライナは正しい方向に向かってい
ると答えた国民が、西部では 12.3％から 37.8％に、また中部でも 17.7％か
ら 23.4％に大きく増加したのに対し、主要都市オデーサ、ヘルソン州、ザ
ポリッジャ州などの南部では 13.3％から 13.8％の微増に止まり、主要都市
ハルキウ、ドネツク州、ルハンスク州などの東部では 10.1％から 3.7％に激
減する結果となった 15。

このことはマイダン革命後に起きたロシアによる南部のクリミア併合と
東部のドネツク及びルハンスク両州（ドンバス地方）の実効支配が大きく
影響しているものと思われる。2014 年以降のウクライナ東部における武力
紛争とウクライナの腐敗及び組織犯罪との関係性を考察した英国バーミン
ガム大学のイファット・イドリス（Iffat Idris）研究員によれば、クリミア
はウクライナの独立後、対立する二大組織犯罪集団による麻薬、偽造通貨、
闇タバコの密輸といった犯罪ビジネスで栄えるとともに、クリミアの全て
の行政組織も犯罪と深く関わるようになっていったことでクリミアの政治
や行政はそのような組織犯罪集団によって支配されるようになり、ロシア
のクリミア併合によって組織犯罪集団とロシアの結びつきはより一層強固
になったとされる 16。一方ドンバス地方はクリミア以上にその犯罪性にお
いて悪名が高く、ウクライナ及びロシアいずれの政府の支配も及ばないマ
フィアが支配する州として 1991 年だけでドネツクの警察当局は 2,186 の犯
罪グループによる 4,000 件以上の犯罪を記録したのみでなく、2013 年には
石炭産業の没落によって解雇された 3 万人が生活を維持するために暴力集
団や組織犯罪に加担し、ドンバス地方の親ロシア派のヤヌコーヴィチ支持
政党との結びつきを深めていったとされる 17。

そしてウクライナにおける腐敗・汚職や組織犯罪の蔓延が統治機構の弱
体化を招き、それがロシアによるクリミア併合やドンバス地方の侵略を許
したことから 2014 年のマイダン革命によって政治体制の転換が図られた
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結果、ヤヌコーヴィチ前政権を構成していた閣僚の 75％が南部・東部出身
者（ドネツク出身の閣僚は 42％）であったのに対し、革命後に成立した新
政権では南部・東部出身閣僚はわずか 2 名に止まるとともに他は全て西部
出身者によって占められ、このことはマフィアが支配するドンバス地方の
利害関係者たちが、革命の主役であるウクライナ国民にとっていかに大き
な脅威であったかを表しているという 18。因みにイドリス研究員は、2014
年以降のロシアによるクリミア併合とウクライナ東部で行われている武力
紛争が当該地域の国境を越えた犯罪の増加に繋がっていると述べた上で、
その影響として①ウクライナの他の地域における組織犯罪の増加、②ウク
ライナを中継地とする欧州向けの麻薬等の密輸の増加、③ウクライナ南部
のオデーサからクリミア半島のセヴァストポールへの密輸拠点の移転、④
ウクライナを通じた資金洗浄の増加、⑤ウクライナがロシアの侵略を撃退
した場合の他の欧州諸国への組織犯罪集団の拡散の 5 つを挙げるととも
に、ロシア自身もその影響は免れないとしてウクライナ東部に接したロシ
ア領内ロストフ州の犯罪発生件数が 2013 年の 5,000 件から 2015 年には
8,000 件に増加し、同州がロシアの他の地域へ犯罪を導く入り口になってい
ると指摘している 19。以上の点を踏まえるならばウクライナ国民をナショ
ナル・レジスタンスに駆り立てた要因には、単に失われた領土を奪還する
だけでなく、クリミア及びドンバス地方の組織犯罪と闘い、腐敗・汚職を
撲滅することでウクライナ社会のみならず欧州社会を国際的な組織犯罪の
脅威から防衛する意義も含まれていると言えるであろう。

（2）2014 年のロシアのウクライナ侵略 

そしてウクライナ国民をナショナル・レジスタンスに駆り立てた第二の
要因が、2014 年のロシアによるクリミア占領とドンバス地方に対する武力
介入である。なお 2015 年 8 ～ 9 月に KIIS が行った世論調査は、ロシアの
侵略に対する当時のウクライナの国民意識について興味深い資料を提供し
ており、その細部は次の表 1 ～ 10 の通りである 20。
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そしてウクライナ国民をナショナル・レジスタンスに駆り立てた第二

の要因が、 2 0 1 4 年のロシアによるクリミア占領とドンバス地方に対する

武力介入である。なお 2 0 1 5 年 8～ 9 月に K I I S が行った世論調査は、ロ

シアの侵略に対する当時のウクライナの国民意識について興味深い資料を

提供しており、その細部は次の表 1～ 1 0 の通りである 2 0。

表 －町や村が外国の武力介入を受けた場合、あなたが相応しいと思う行動は次の

どれか？
武装抵抗に加担する 2 3 . 8 ％

デ モ 、 抗 議 、 示 威行 進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不 服 従等 の民 間抵抗

活動に参加する  
2 8 . 6 ％

ウ ク ラ イ ナ国内の安全な地域へ移動する 1 1 . 0 ％

海外へ出国する 3 . 2 ％

何 も しない 1 3 . 1 ％

わか ら ない 1 8 . 4 ％

答 え られない 1 . 9 ％

（ K I I S ,  P r e s s  R e l e a s e s  a n d  R e p o r t s ,  S e p t e m b e r  2 8 ,  2 0 1 5 、 以下表 １ ０ ま で同

じ 。 ）   

表 2 －町や村が外国の軍事占領下に置かれた場合 、 あな たが相応 しい と思 う 行動は次の

どれか？  

武装抵抗に加担する 2 5 . 2 ％

デ モ 、 抗 議 、 示 威行 進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不 服 従等 の民 間抵抗

活動に参加する  
2 6 . 0 ％

ウ ク ラ イ ナ国内の安全な地域へ移動する 1 1 . 9 ％

海外へ出国する 3 . 4 ％

何 も しない 1 3 . 1 ％

わか ら ない 1 8 . 5 ％

答 え られない 1 . 9 ％

表１　�町や村が外国の武力介入を受けた場合、あなたが相応しいと思う行動
は次のどれか？

（KIIS, Press Releases and Reports, September 28, 2015、以下表10まで同じ。）

そしてウクライナ国民をナショナル・レジスタンスに駆り立てた第二

の要因が、 2 0 1 4 年のロシアによるクリミア占領とドンバス地方に対する

武力介入である。なお 2 0 1 5 年 8～ 9 月に K I I S が行った世論調査は、ロ

シアの侵略に対する当時のウクライナの国民意識について興味深い資料を

提供しており、その細部は次の表 1～ 1 0 の通りである 2 0。

表 －町や村が外国の武力介入を受けた場合、あなたが相応しいと思う行動は次の

どれか？
武装抵抗に加担する 2 3 . 8 ％

デ モ 、 抗 議 、 示 威行 進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不 服 従等 の民 間抵抗

活動に参加する  
2 8 . 6 ％

ウ ク ラ イ ナ国内の安全な地域へ移動する 1 1 . 0 ％

海外へ出国する 3 . 2 ％

何 も しない 1 3 . 1 ％

わか ら ない 1 8 . 4 ％

答 え られない 1 . 9 ％

（ K I I S ,  P r e s s  R e l e a s e s  a n d  R e p o r t s ,  S e p t e m b e r  2 8 ,  2 0 1 5 、 以下表 １ ０ ま で同

じ 。 ）   

表 2 －町や村が外国の軍事占領下に置かれた場合 、 あな たが相応 しい と思 う 行動は次の

どれか？  

武装抵抗に加担する 2 5 . 2 ％

デ モ 、 抗 議 、 示 威行 進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不 服 従等 の民 間抵抗

活動に参加する  
2 6 . 0 ％

ウ ク ラ イ ナ国内の安全な地域へ移動する 1 1 . 9 ％

海外へ出国する 3 . 4 ％

何 も しない 1 3 . 1 ％

わか ら ない 1 8 . 5 ％

答 え られない 1 . 9 ％

表２　�町や村が外国の軍事占領下に置かれた場合、あなたが相応しいと思う
行動は次のどれか？

表 3 －外敵の優勢な軍事力によ る 武力侵攻と闘 う手段 と し て 、 あな たが よ り 効果的 と考え

る も のは どれか？

武装闘争 3 4 . 4 ％

非 暴 力 的 闘 争 （ デ モ 、 抗 議 、 示 威 行 進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不 服

従 、協力拒否 ）  
3 4 . 7 ％

わか ら ない 2 8 . 5 ％

答 え られない 2 . 4 ％

表 4 －外国の軍事侵攻に対 し 、 デモ 、抗議 、行進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不服従 、非協

力 （ 非軍事的抵抗 ） は軍事的抵抗よ り も よ り効果的な闘争手段であ る と い う 意見に

同意又は不同意？

全 く同意 1 1 . 0 ％

ど ち らか と 言えば同意 2 7 . 8 ％

ど ち らか と 言えば不同意 1 6 . 6 ％

全 く不同意 2 1 . 0 ％

わか ら ない 2 1 . 9 ％

答 え られない 1 . 7 ％

表 5 －外国の軍事占領に対 し 、 デモ 、抗議 、行進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不服従 、非協

力 （ 非軍事的抵抗 ） は軍事的抵抗よ り も よ り効果的な闘争手段であ る と い う 意見に

同意又は不同意？

全 く同意 1 1 . 5 ％

ど ち らか と 言えば同意 2 3 . 9 ％

ど ち らか と 言えば不同意 1 9 . 2 ％

全 く不同意 2 1 . 1 ％

わか ら ない 2 2 . 3 ％

答 え られない 2 . 0 ％

表 6 －占領された ク リ ミ ア ／ ド ンバ ス地方を取 り返す手段 ・ 方法は？

ク リ ミ ア
ド ン バス地

方

武器に頼る 1 4 . 3 ％ 2 5 . 3 ％

交  渉 4 3 . 2 ％ 4 1 . 1 ％

非暴力的抵抗 と い う 非軍 事的行動に よ り 、 侵 略者 と の

間に壁を作 り 、 地元住民の支持を獲得する  
1 2 . 9 ％ 9 . 1 ％

手段がない 8 . 8 ％ 3 . 5 ％

わか ら ない 2 0 . 3 ％ 2 0 . 4 ％

答 え られない 0 . 5 ％ 0 . 5 ％

表３　�外敵の優勢な軍事力による武力侵攻と闘う手段として、あなたがより
効果的と考えるものはどれか？

表 3 －外敵の優勢な軍事力によ る 武力侵攻と闘 う手段 と し て 、 あな たが よ り 効果的 と考え

る も のは どれか？

武装闘争 3 4 . 4 ％

非 暴 力 的 闘 争 （ デ モ 、 抗 議 、 示 威 行 進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不 服

従 、協力拒否 ）  
3 4 . 7 ％

わか ら ない 2 8 . 5 ％

答 え られない 2 . 4 ％

表 4 －外国の軍事侵攻に対 し 、 デモ 、抗議 、行進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不服従 、非協

力 （ 非軍事的抵抗 ） は軍事的抵抗よ り も よ り効果的な闘争手段であ る と い う 意見に

同意又は不同意？

全 く同意 1 1 . 0 ％

ど ち らか と 言えば同意 2 7 . 8 ％

ど ち らか と 言えば不同意 1 6 . 6 ％

全 く不同意 2 1 . 0 ％

わか ら ない 2 1 . 9 ％

答 え られない 1 . 7 ％

表 5 －外国の軍事占領に対 し 、 デモ 、抗議 、行進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不服従 、非協

力 （ 非軍事的抵抗 ） は軍事的抵抗よ り も よ り効果的な闘争手段であ る と い う 意見に

同意又は不同意？

全 く同意 1 1 . 5 ％

ど ち らか と 言えば同意 2 3 . 9 ％

ど ち らか と 言えば不同意 1 9 . 2 ％

全 く不同意 2 1 . 1 ％

わか ら ない 2 2 . 3 ％

答 え られない 2 . 0 ％

表 6 －占領された ク リ ミ ア ／ ド ンバ ス地方を取 り返す手段 ・ 方法は？

ク リ ミ ア
ド ン バス地

方

武器に頼る 1 4 . 3 ％ 2 5 . 3 ％

交  渉 4 3 . 2 ％ 4 1 . 1 ％

非暴力的抵抗 と い う 非軍 事的行動に よ り 、 侵 略者 と の

間に壁を作 り 、 地元住民の支持を獲得する  
1 2 . 9 ％ 9 . 1 ％

手段がない 8 . 8 ％ 3 . 5 ％

わか ら ない 2 0 . 3 ％ 2 0 . 4 ％

答 え られない 0 . 5 ％ 0 . 5 ％

表４　�外国の軍事侵攻に対し、デモ、抗議、行進、ボイコット、ストライ
キ、不服従、非協力（非軍事的抵抗）は軍事的抵抗よりもより効果的
な闘争手段であるという意見に同意又は不同意？

表 3 －外敵の優勢な軍事力によ る 武力侵攻と闘 う手段 と し て 、 あな たが よ り 効果的 と考え

る も のは どれか？

武装闘争 3 4 . 4 ％

非 暴 力 的 闘 争 （ デ モ 、 抗 議 、 示 威 行 進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不 服

従 、協力拒否 ）  
3 4 . 7 ％

わか ら ない 2 8 . 5 ％

答 え られない 2 . 4 ％

表 4 －外国の軍事侵攻に対 し 、 デモ 、抗議 、行進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不服従 、非協

力 （ 非軍事的抵抗 ） は軍事的抵抗よ り も よ り効果的な闘争手段であ る と い う 意見に

同意又は不同意？

全 く同意 1 1 . 0 ％

ど ち らか と 言えば同意 2 7 . 8 ％

ど ち らか と 言えば不同意 1 6 . 6 ％

全 く不同意 2 1 . 0 ％

わか ら ない 2 1 . 9 ％

答 え られない 1 . 7 ％

表 5 －外国の軍事占領に対 し 、 デモ 、抗議 、行進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不服従 、非協

力 （ 非軍事的抵抗 ） は軍事的抵抗よ り も よ り効果的な闘争手段であ る と い う 意見に

同意又は不同意？

全 く同意 1 1 . 5 ％

ど ち らか と 言えば同意 2 3 . 9 ％

ど ち らか と 言えば不同意 1 9 . 2 ％

全 く不同意 2 1 . 1 ％

わか ら ない 2 2 . 3 ％

答 え られない 2 . 0 ％

表 6 －占領された ク リ ミ ア ／ ド ンバ ス地方を取 り返す手段 ・ 方法は？

ク リ ミ ア
ド ン バス地

方

武器に頼る 1 4 . 3 ％ 2 5 . 3 ％

交  渉 4 3 . 2 ％ 4 1 . 1 ％

非暴力的抵抗 と い う 非軍 事的行動に よ り 、 侵 略者 と の

間に壁を作 り 、 地元住民の支持を獲得する  
1 2 . 9 ％ 9 . 1 ％

手段がない 8 . 8 ％ 3 . 5 ％

わか ら ない 2 0 . 3 ％ 2 0 . 4 ％

答 え られない 0 . 5 ％ 0 . 5 ％

表５　�外国の軍事占領に対し、デモ、抗議、行進、ボイコット、ストライ
キ、不服従、非協力（非軍事的抵抗）は軍事的抵抗よりもより効果的
な闘争手段であるという意見に同意又は不同意？
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表 3 －外敵の優勢な軍事力によ る 武力侵攻と闘 う手段 と し て 、 あな たが よ り 効果的 と考え

る も のは どれか？  

武装闘争 3 4 . 4 ％

非 暴 力 的 闘 争 （ デ モ 、 抗 議 、 示 威 行 進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不 服

従 、協力拒否 ）  
3 4 . 7 ％

わか ら ない 2 8 . 5 ％

答 え られない 2 . 4 ％

表 4 －外国の軍事侵攻に対 し 、 デモ 、抗議 、行進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不服従 、非協

力 （ 非軍事的抵抗 ） は軍事的抵抗よ り も よ り効果的な闘争手段であ る と い う 意見に

同意又は不同意？  

全 く 同意 1 1 . 0 ％

ど ち らか と 言えば同意 2 7 . 8 ％

ど ち らか と 言えば不同意 1 6 . 6 ％

全 く不同意 2 1 . 0 ％

わか ら ない 2 1 . 9 ％

答 え られない 1 . 7 ％

表 5 －外国の軍事占領に対 し 、 デモ 、抗議 、行進 、 ボ イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不服従 、非協

力 （ 非軍事的抵抗 ） は軍事的抵抗よ り も よ り効果的な闘争手段であ る と い う 意見に

同意又は不同意？  

全 く 同意 1 1 . 5 ％

ど ち らか と 言えば同意 2 3 . 9 ％

ど ち らか と 言えば不同意 1 9 . 2 ％

全 く不同意 2 1 . 1 ％

わか ら ない 2 2 . 3 ％

答 え られない 2 . 0 ％

表 6 －占領された ク リ ミ ア ／ ド ンバ ス地方を取 り返す手段 ・ 方法は？

ク リ ミ ア ド ン バス

武器に頼る 1 4 . 3 ％ 2 5 . 3 ％

交  渉 4 3 . 2 ％ 4 1 . 1 ％

非暴力的抵抗 と い う 非軍 事的行動に よ り 、 侵 略者 と の

間に壁を作 り 、 地元住民の支持を獲得する  
1 2 . 9 ％ 9 . 1 ％

手段がない 8 . 8 ％ 3 . 5 ％

わか ら ない 2 0 . 3 ％ 2 0 . 4 ％

答 え られない 0 . 5 ％ 0 . 5 ％

表６　�占領されたクリミア／ドンバス地方を取り返す手段・方法は？

表 7 －外国の武力侵攻に対 して現在行われてい る大規模な軍事作戦に 、 あ なたは どの よ

う な手段で参加するか？

肯  定 否  定
回答

困難

回答

拒否

ゲ リ ラ又は正規軍の軍事行動 2 5 . 9 ％ 5 8 . 4 ％ 1 3 . 4 ％ 2 . 3 ％

占領軍関係者を襲撃 9 . 2 ％ 7 2 . 7 ％ 1 5 . 7 ％ 2 . 5 ％

道路を封鎖 して敵の前進を遅滞 4 2 . 3 ％ 3 8 . 1 ％ 1 7 . 0 ％ 2 . 7 ％

占領軍を支援する企業に対する ボ イ コ ッ ト 5 4 . 7 ％ 2 5 . 8 ％ 1 7 . 1 ％ 2 . 4 ％

平和的行動やデモへの参加 5 6 . 6 ％ 2 6 . 6 ％ 1 4 . 6 ％ 2 . 2 ％

占領軍に対するゼネス ト 4 7 . 6 ％ 3 1 . 1 ％ 1 8 . 8 ％ 2 . 5 ％

職 場 や家 庭 に お い て ウ ク ラ イ ナ を 象 徴す る

も の を使用  
6 0 . 6 ％ 2 1 . 3 ％ 1 6 . 0 ％ 2 . 0 ％

人間の盾に参加 、公共機関を保護 2 5 . 1 ％ 5 3 . 5 ％ 1 8 . 8 ％ 2 . 7 ％

平 和 的 な 意 図 を 示 す た め 侵 略 者 で あ る 兵

士 と 話 を し よ う と す る こ と で 、 兵 士 の命 令 に

従 う 意 欲 を 削 い だ り 、 犯 し た 行 為 に 対 す る

罪の意識を呼び起 こす  

3 3 . 1 ％ 4 5 . 7 ％ 1 8 . 7 ％ 2 . 5 ％

表 8 － あなたの町の外国の占領者に対 し 、 あな たは どの よ う な 行動を行 う用意がある か？

肯  定 否  定
回答

困難

回答

拒否

占領軍兵士 と地元協力者への武装攻撃 2 0 . 5 ％ 6 3 . 5 ％ 1 1 . 9 ％ 4 . 1 ％

占 領 軍 と 地 元 協 力 者 へ の 武 装 攻 撃 又 は 根

拠地の破壊  
1 8 . 2 ％ 6 5 . 7 ％ 1 1 . 8 ％ 4 . 3 ％

占領軍の リ ーダーや地元協力者の排除 8 . 3 ％ 7 4 . 5 ％ 1 3 . 0 ％ 4 . 2 ％

侵略者の政治機関や組織に対する ボ イ コ ッ

ト  
5 0 . 2 ％ 3 0 . 0 ％ 1 5 . 1 ％ 4 . 7 ％

組織的な社会 ・ 文化活動のボ イ コ ッ ト 5 2 . 8 ％ 2 9 . 2 ％ 1 4 . 1 ％ 4 . 0 ％

占領軍の協力者に対す る ボ イ コ ッ ト （ 会 話 、

情 報 提 供 を 拒 否 す る と と も に 、 不 正 確 な 情

報を提供 ）  

5 3 . 6 ％ 2 7 . 1 ％ 1 4 . 7 ％ 4 . 6 ％

占領行政機関に対する納税拒否 5 6 . 0 ％ 2 3 . 4 ％ 1 6 . 5 ％ 4 . 1 ％

非 暴 力 的 運 動 に よ る 占 領 反 対 活 動 家 の 保

護  
3 8 . 0 ％ 3 3 . 7 ％ 2 3 . 4 ％ 4 . 9 ％

ス ト ラ イ キ 4 3 . 3 ％ 3 7 . 7 ％ 1 4 . 6 ％ 4 . 5 ％

軍 事 目 的 で 製 造 さ れ た 工 場 の 財 産 又 は 設

備の毀損  
2 2 . 9 ％ 5 2 . 2 ％ 2 0 . 6 ％ 4 . 3 ％

占領に反対する情報 、 ビ ラ 、 落書き の拡散 3 9 . 8 ％ 3 9 . 8 ％ 1 5 . 9 ％ 4 . 6 ％

居住地や職場ご と に侵略者に対 して非暴力

的 抵 抗 運 動 を 計 画 す る 地 域 の 抵 抗 委 員 会

を組織  

3 1 . 3 ％ 4 1 . 1 ％ 2 2 . 9 ％ 4 . 7 ％

地下運動に よ って占領に反対する出版物を

発行  
2 6 . 7 ％ 5 0 . 2 ％ 1 8 . 8 ％ 4 . 2 ％

表 7 －外国の武力侵攻に対 して現在行われてい る大規模な軍事作戦に 、 あ なたは どの よ

う な手段で参加するか？

肯  定 否  定
回答

困難

回答

拒否

ゲ リ ラ又は正規軍の軍事行動 2 5 . 9 ％ 5 8 . 4 ％ 1 3 . 4 ％ 2 . 3 ％

占領軍関係者を襲撃 9 . 2 ％ 7 2 . 7 ％ 1 5 . 7 ％ 2 . 5 ％

道路を封鎖 して敵の前進を遅滞 4 2 . 3 ％ 3 8 . 1 ％ 1 7 . 0 ％ 2 . 7 ％

占領軍を支援する企業に対する ボ イ コ ッ ト 5 4 . 7 ％ 2 5 . 8 ％ 1 7 . 1 ％ 2 . 4 ％

平和的行動やデモへの参加 5 6 . 6 ％ 2 6 . 6 ％ 1 4 . 6 ％ 2 . 2 ％

占領軍に対するゼネス ト 4 7 . 6 ％ 3 1 . 1 ％ 1 8 . 8 ％ 2 . 5 ％

職 場 や家 庭 に お い て ウ ク ラ イ ナ を 象 徴す る

も の を使用  
6 0 . 6 ％ 2 1 . 3 ％ 1 6 . 0 ％ 2 . 0 ％

人間の盾に参加 、公共機関を保護 2 5 . 1 ％ 5 3 . 5 ％ 1 8 . 8 ％ 2 . 7 ％

平 和 的 な 意 図 を 示 す た め 侵 略 者 で あ る 兵

士 と 話 を し よ う と す る こ と で 、 兵 士 の命 令 に

従 う 意 欲 を 削 い だ り 、 犯 し た 行 為 に 対 す る

罪の意識を呼び起 こす  

3 3 . 1 ％ 4 5 . 7 ％ 1 8 . 7 ％ 2 . 5 ％

表 8 － あなたの町の外国の占領者に対 し 、 あな たは どの よ う な 行動を行 う用意がある か？

肯  定 否  定
回答

困難

回答

拒否

占領軍兵士 と地元協力者への武装攻撃 2 0 . 5 ％ 6 3 . 5 ％ 1 1 . 9 ％ 4 . 1 ％

占 領 軍 と 地 元 協 力 者 へ の 武 装 攻 撃 又 は 根

拠地の破壊  
1 8 . 2 ％ 6 5 . 7 ％ 1 1 . 8 ％ 4 . 3 ％

占領軍の リ ーダーや地元協力者の排除 8 . 3 ％ 7 4 . 5 ％ 1 3 . 0 ％ 4 . 2 ％

侵略者の政治機関や組織に対する ボ イ コ ッ

ト  
5 0 . 2 ％ 3 0 . 0 ％ 1 5 . 1 ％ 4 . 7 ％

組織的な社会 ・ 文化活動のボ イ コ ッ ト 5 2 . 8 ％ 2 9 . 2 ％ 1 4 . 1 ％ 4 . 0 ％

占領軍の協力者に対す る ボ イ コ ッ ト （ 会 話 、

情 報 提 供 を 拒 否 す る と と も に 、 不 正 確 な 情

報を提供 ）  

5 3 . 6 ％ 2 7 . 1 ％ 1 4 . 7 ％ 4 . 6 ％

占領行政機関に対する納税拒否 5 6 . 0 ％ 2 3 . 4 ％ 1 6 . 5 ％ 4 . 1 ％

非 暴 力 的 運 動 に よ る 占 領 反 対 活 動 家 の 保

護  
3 8 . 0 ％ 3 3 . 7 ％ 2 3 . 4 ％ 4 . 9 ％

ス ト ラ イ キ 4 3 . 3 ％ 3 7 . 7 ％ 1 4 . 6 ％ 4 . 5 ％

軍 事 目 的 で 製 造 さ れ た 工 場 の 財 産 又 は 設

備の毀損  
2 2 . 9 ％ 5 2 . 2 ％ 2 0 . 6 ％ 4 . 3 ％

占領に反対する情報 、 ビ ラ 、 落書き の拡散 3 9 . 8 ％ 3 9 . 8 ％ 1 5 . 9 ％ 4 . 6 ％

居住地や職場ご と に侵略者に対 して非暴力

的 抵 抗 運 動 を 計 画 す る 地 域 の 抵 抗 委 員 会

を組織  

3 1 . 3 ％ 4 1 . 1 ％ 2 2 . 9 ％ 4 . 7 ％

地下運動に よ って占領に反対する出版物を

発行  
2 6 . 7 ％ 5 0 . 2 ％ 1 8 . 8 ％ 4 . 2 ％

表７　�外国の武力侵攻に対して現在行われている大規模な軍事作戦に、あな
たはどのような手段で参加するか？

表８　�あなたの町の外国の占領者に対し、あなたはどのような行動を行う用
意があるか？
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以上の表 1 ～ 5 によれば、抵抗の手段として武装抵抗と非武装の民間抵
抗活動、武装闘争と非暴力的闘争、あるいは軍事的抵抗と非軍事的抵抗の
間で国民の意識がほぼ拮抗しているのが分かる。また表 6 によれば、ウク
ライナ軍が軍事作戦を実行している現実を踏まえて武力によるドンバス地
方の奪還の意志の強さがクリミアを大きく上回っている点が注目される。
そして表 7 ～ 10 によれば、非暴力的抵抗の具体的な内容とそれらに対する
国民の関心の高さ及び国民の考えの多様性を窺い知ることができる。因み

表 9 － も し人々が死亡 し 、 逮捕 され 、独立運動を強要されてい る抑圧的な 外国の占領下

に暮 ら し てい る と し た ら 、

あ なたは どの よ う な 行動に参加する用意がある か？

肯  定 否  定
回答

困難

回答

拒否

武装闘争 2 4 . 8 ％ 5 8 . 4 ％ 1 2 . 4 ％ 4 . 3 ％

ス ト ラ イ キ 4 1 . 4 ％ 4 0 . 1 ％ 1 4 . 0 ％ 4 . 5 ％

飢 え させ る 1 2 . 8 ％ 6 4 . 7 ％ 1 7 . 7 ％ 4 . 8 ％

怠業 4 2 . 0 ％ 3 4 . 6 ％ 1 8 . 4 ％ 4 . 9 ％

占領軍に と っ て重要な業務を非能率的に処

理  
3 8 . 9 ％ 3 5 . 7 ％ 2 0 . 4 ％ 5 . 1 ％

ビ ラや落書きの拡散 3 6 . 9 ％ 4 0 . 6 ％ 1 8 . 0 ％ 4 . 6 ％

占 領 軍 か ら 禁 止 さ れ た 民 族 衣 装 の 着 用 や

国旗の掲示  
4 7 . 7 ％ 2 6 . 6 ％ 2 1 . 0 ％ 4 . 7 ％

戦 略 的 要 衝 で 交 通 渋 滞 を 発 生 さ せ る 道 路

封鎖  
4 0 . 5 ％ 3 8 . 2 ％ 1 6 . 3 ％ 5 . 1 ％

侵 略 者 や 彼 ら の 協 力 者 の 追 放 運 動 へ の 加

担  
2 4 . 5 ％ 3 6 . 1 ％ 3 3 . 3 ％ 6 . 1 ％

人権や情報に対する侵害行為の記録 3 7 . 2 ％ 3 4 . 8 ％ 2 2 . 8 ％ 5 . 2 ％

表 1 0 －抑圧的な外国の占領 、迫害 、自主的な行動を理由とす る逮捕 が行われている場

合 、 あな たは どの よ う な手

段で抵抗するか？

肯  定 否  定
回答

困難

回答

拒否

武装闘争 2 4 . 5 ％ 5 6 . 3 ％ 1 3 . 9 ％ 5 . 4 ％

侵略者の警察機関で働 く こ と を拒否 5 1 . 9 ％ 2 6 . 6 ％ 1 5 . 1 ％ 6 . 4 ％

結 局 は 警 察 機 関 で 働 く が 業 務 を 非 効 率 的

に処理  
1 6 . 5 ％ 5 7 . 2 ％ 1 9 . 9 ％ 6 . 4 ％

占領軍の情報を攪乱 4 4 . 2 ％ 2 9 . 4 ％ 1 9 . 9 ％ 6 . 5 ％

非暴力的組織の地下運動に加担 3 3 . 3 ％ 4 1 . 4 ％ 1 9 . 4 ％ 5 . 9 ％

飢 え させ る 1 1 . 3 ％ 6 4 . 9 ％ 1 8 . 3 ％ 5 . 4 ％

創 作 活 動 へ の 参 加 （ 例 え ば ロ シ ア 、 ル ハ ン

ス ク ・ ド ネ ツ ク 人 民 共 和 国 、 ク リ ミ ア 等 の 指

導者を揶揄する風刺人形劇の制作な ど ）

1 7 . 6 ％ 5 3 . 3 ％ 2 3 . 3 ％ 5 . 9 ％

ウ ク ラ イ ナや ク リ ミ ア ・ タ タ ールの旗の掲示 3 0 . 0 ％ 3 7 . 3 ％ 2 6 . 7 ％ 5 . 9 ％

「 ウ ク ラ イ ナ に 栄 光 あ れ ！ 」 と い う 標 語 を 紙

幣に記載  
3 1 . 0 ％ 3 6 . 3 ％ 2 7 . 5 ％ 5 . 3 ％

ル ハ ン ス ク ・ ド ネ ツ ク 人 民 共 和 国 、 ク レ ム リ

ン に反対する落書 き を町の壁に描 く
1 7 . 6 ％ 5 6 . 0 ％ 2 1 . 1 ％ 5 . 3 ％

以上の表 ～ によれば、抵抗の手段として武装抵抗と非武装の民間抵
抗活動、武装闘争と非暴力的闘争、あるいは軍事的抵抗と非軍事的抵抗の

間で国民の意識がほぼ拮抗しているのが分かる。また表 によれば、ウク

表 9 － も し人々が死亡 し 、 逮捕 され 、独立運動を強要されてい る抑圧的な 外国の占領下

に暮 ら し てい る と し た ら 、

あ なたは どの よ う な 行動に参加する用意がある か？

肯  定 否  定
回答

困難

回答

拒否

武装闘争 2 4 . 8 ％ 5 8 . 4 ％ 1 2 . 4 ％ 4 . 3 ％

ス ト ラ イ キ 4 1 . 4 ％ 4 0 . 1 ％ 1 4 . 0 ％ 4 . 5 ％

飢 え させ る 1 2 . 8 ％ 6 4 . 7 ％ 1 7 . 7 ％ 4 . 8 ％

怠業 4 2 . 0 ％ 3 4 . 6 ％ 1 8 . 4 ％ 4 . 9 ％

占領軍に と っ て重要な業務を非能率的に処

理  
3 8 . 9 ％ 3 5 . 7 ％ 2 0 . 4 ％ 5 . 1 ％

ビ ラや落書きの拡散 3 6 . 9 ％ 4 0 . 6 ％ 1 8 . 0 ％ 4 . 6 ％

占 領 軍 か ら 禁 止 さ れ た 民 族 衣 装 の 着 用 や

国旗の掲示  
4 7 . 7 ％ 2 6 . 6 ％ 2 1 . 0 ％ 4 . 7 ％

戦 略 的 要 衝 で 交 通 渋 滞 を 発 生 さ せ る 道 路

封鎖  
4 0 . 5 ％ 3 8 . 2 ％ 1 6 . 3 ％ 5 . 1 ％

侵 略 者 や 彼 ら の 協 力 者 の 追 放 運 動 へ の 加

担  
2 4 . 5 ％ 3 6 . 1 ％ 3 3 . 3 ％ 6 . 1 ％

人権や情報に対する侵害行為の記録 3 7 . 2 ％ 3 4 . 8 ％ 2 2 . 8 ％ 5 . 2 ％

表 1 0 －抑圧的な外国の占領 、迫害 、自主的な行動を理由とす る逮捕 が行われている場

合 、 あな たは どの よ う な手

段で抵抗するか？

肯  定 否  定
回答

困難

回答

拒否

武装闘争 2 4 . 5 ％ 5 6 . 3 ％ 1 3 . 9 ％ 5 . 4 ％

侵略者の警察機関で働 く こ と を拒否 5 1 . 9 ％ 2 6 . 6 ％ 1 5 . 1 ％ 6 . 4 ％

結 局 は 警 察 機 関 で 働 く が 業 務 を 非 効 率 的

に処理  
1 6 . 5 ％ 5 7 . 2 ％ 1 9 . 9 ％ 6 . 4 ％

占領軍の情報を攪乱 4 4 . 2 ％ 2 9 . 4 ％ 1 9 . 9 ％ 6 . 5 ％

非暴力的組織の地下運動に加担 3 3 . 3 ％ 4 1 . 4 ％ 1 9 . 4 ％ 5 . 9 ％

飢 え させ る 1 1 . 3 ％ 6 4 . 9 ％ 1 8 . 3 ％ 5 . 4 ％

創 作 活 動 へ の 参 加 （ 例 え ば ロ シ ア 、 ル ハ ン

ス ク ・ ド ネ ツ ク 人 民 共 和 国 、 ク リ ミ ア 等 の 指

導者を揶揄する風刺人形劇の制作な ど ）

1 7 . 6 ％ 5 3 . 3 ％ 2 3 . 3 ％ 5 . 9 ％

ウ ク ラ イ ナや ク リ ミ ア ・ タ タ ールの旗の掲示 3 0 . 0 ％ 3 7 . 3 ％ 2 6 . 7 ％ 5 . 9 ％

「 ウ ク ラ イ ナ に 栄 光 あ れ ！ 」 と い う 標 語 を 紙

幣に記載  
3 1 . 0 ％ 3 6 . 3 ％ 2 7 . 5 ％ 5 . 3 ％

ル ハ ン ス ク ・ ド ネ ツ ク 人 民 共 和 国 、 ク レ ム リ

ン に反対する落書 き を町の壁に描 く
1 7 . 6 ％ 5 6 . 0 ％ 2 1 . 1 ％ 5 . 3 ％

以上の表 ～ によれば、抵抗の手段として武装抵抗と非武装の民間抵
抗活動、武装闘争と非暴力的闘争、あるいは軍事的抵抗と非軍事的抵抗の

間で国民の意識がほぼ拮抗しているのが分かる。また表 によれば、ウク

表９　�もし人々が死亡し、逮捕され、独立運動を強要されている抑圧的な外
国の占領下に暮らしているとしたら、あなたはどのような行動に参加
する用意があるか？

表10　�抑圧的な外国の占領、迫害、自主的な行動を理由とする逮捕が行われ
ている場合、あなたはどのような手段で抵抗するか？
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に表 1 と 2022 年 2 月 24 日の武力侵攻直前に KIIS が行った世論調査の結
果を比較したものが表 11 であり、これを見ればウクライナの国民意識が
非暴力的な抵抗活動から武装抵抗に傾斜していったことが読み取れるで
あろう 21。

（3）ロシアに対するウクライナの国民感情

そして国民を現在の武装抵抗を主体としたナショナル・レジスタンスに
駆り立てた第三の要因が、ロシアに対するウクライナの国民感情である。
それまでロシアに好感情を抱く国民が常に 8 割以上に上っていたウクライ
ナの世論は、2014 年のクリミア併合を機に３割台にまで落ち込み、2022 年
2 月の武力侵攻を境に 9 割以上の国民がロシアに対して悪感情を持つに至
ったことは別の機会に論述した 22。なお 2022 年 5 月に KIIS が行ったロシ
アとの戦争における国民感情についての世論調査によれば、武力侵攻した
ロシアに対し「怒り、憤慨、憎悪、嫌悪」を抱いた国民が全国平均及び各
地域で最多となったほか、その地域別及び現状別の内訳については次の表
12・13 の通りである 23。

これらを見るとロシアに対するウクライナの国民感情は地域別及び現状
別において大きな差は見られず、特に怒り、憎悪といった敵がい心及び祖
国や国軍に対する誇りといった愛国心がロシア系住民の多い東部・南部に
おいても上位を占めたことは、そのような共通の国民感情がウクライナに
おけるナショナル・レジスタンスの実現を容易ならしめたと言えるかもし
れない。なおこの点については、表 13 の占領地の住民ですら敵愾心や愛国

ライナ軍が軍事作戦を実行している現実を踏まえて武力によるドンバス地

方の奪還の意志の強さがクリミアを大きく上回っている点が注目される。
そして表 ～ によれば、非暴力的抵抗の具体的な内容とそれらに対す

る国民の関心の高さ及び国民の考えの多様性を窺い知ることができる。因
みに表 と 年 月 日の武力侵攻直前に が行った世論調査

の結果を比較したものが表 であり、これを見ればウクライナの国民意
識が非暴力的な抵抗活動から武装抵抗に傾斜していったことが読み取れる

であろう 。

表 －外国（ロシア）の武力侵攻に対するウクライナの国民意識の比較
2 0 1 5 年 8 ～

9 月  

2 0 2 1 年

1 2 月

2 0 2 2 年 2

月

武装抵抗 2 3 . 8 ％ 3 3 . 3 ％ 3 7 . 3 ％

民 間 抵 抗 運 動 （ デ モ 、 抗 議 、 示 威 行 進 、 ボ

イ コ ッ ト 、 ス ト ラ イ キ 、 不服従 ） への参加
2 8 . 6 ％ 2 1 . 7 ％ 2 5 . 0 ％

ウ ク ラ イ ナ国内の安全な地域へ移動する 1 1 . 0 ％ 1 4 . 8 ％ 1 2 . 4 ％

海外へ出国する 3 . 2 ％ 9 . 3 ％ 7 . 5 ％

何 も しない 1 3 . 1 ％ 1 8 . 6 ％ 1 7 . 9 ％

わか ら ない 1 8 . 4 ％ 1 2 . 1 ％ 7 . 6 ％

答 え られない 1 . 9 ％ 1 . 1 ％ 1 . 2 ％

（ K I I S ,  P r e s s  R e l e a s e s  a n d  R e p o r t s ,  F e b r u a r y  1 5 ,  2 0 2 2 及び I b i d . ,

S e p t e m b e r  2 8 ,  2 0 1 5 よ り 作成 。 ）  

表11　�外国（ロシア）の武力侵攻に対するウクライナの国民意識の比較

（KIIS, Press Releases and Reports, February 15, 2022及びIbid., September 28, 2015より作成。）

2 0 1 5 年

8 〜 9 月

2 0 2 1 年

1 2 月

2 0 2 2 年

2 月
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心が上位を占める結果になったことが注目に値する。そして 2022 年 10 月
に KIIS が行ったナショナル・レジスタンスに関する国民意識についての世
論調査によれば、自らをナショナル・レジスタンスの一員と答えた国民は
全国平均で 60％、地域別では西部が 68％、中部が 60％、南部が 54％、東
部が 48％と、いずれの地域でも最多を記録するとともに、部分的にナショ
ナル・レジスタンスに関与していると答えた国民をこれに加えると全国平
均で 92％、地域別では西部で 94％、中部で 92％、南部で 91％、東部で 86％
という結果になった 24。また使用言語別でも、ウクライナ語話者の 63％及
びロシア語話者の 42％は自らをナショナル・レジスタンスの一員と答える

表 －ロシアの武力侵攻に対するウクライナの国民感情の 地域別の内訳（複数回

答）
全国 西部 中部 南部 東部

怒 り 、 憤慨 、憎悪 、嫌悪 ５ ３ ％ ５ ６ ％ ５ ５ ％ ５ ３ ％ ４ ６ ％

ウ ク ラ イナや軍に対する誇 り ５ ２ ％ ５ １ ％ ５ ６ ％ ４ ９ ％ ４ ５ ％

不安 、恐怖 、戦慄 ３ ８ ％ ３ ４ ％ ３ ９ ％ ３ ８ ％ ４ １ ％

衝撃 （ シ ョ ッ ク ） １ ９ ％ １ ６ ％ １ ８ ％ ２ ０ ％ ２ ６ ％

意気消沈 、感情喪失 ７％ ６％ ７％ ７％ １ ０ ％

恥辱 ６％ ７％ ６％ ４％ ８％

歓喜 ３％ ５％ ２％ ２％ １％

満足 、楽 しみ ０％ １％ ０％ １％ ０％

その他 ３％ ４％ ４％ ２％ ３％

何 もない ０％ ０％ ０％ ０％ ０％

答え られない １％ ２％ １％ １％ ２％

（ K I I S ,  P r e s s  R e l e a s e s  a n d  R e p o r t s ,  M a y  2 6 ,  2 0 2 2 、 以下表 1 3 も 同 じ 。 ）

表 －ロシアの武力侵攻に対するウクライナの国民感情の現状別 の内訳（複数回

答）
非占領地の住

民  

旧占領地の住

民＊  

占領地の住

民

怒 り 、 憤慨 、憎悪 、嫌悪 ５ ４ ％ ５ １ ％ ４ ６ ％

ウ ク ラ イナや軍に対する誇 り ５ ３ ％ ３ ７ ％ ４ １ ％

不安 、恐怖 、戦慄 ３ ７ ％ ４ ５ ％ ３ ９ ％

衝撃 （ シ ョ ッ ク ） １ ９ ％ １ ９ ％ ２ ２ ％

意気消沈 、感情喪失 ７％ １ ０ ％ １ １ ％

恥辱 ６％ ３％ ５％

歓喜 ３％ ０％ ２％

満足 、楽 しみ ０％ ０％ ０％

その他 ３％ ２％ ０％

何 もない ０％ ０％ １％

答え られない １％ ０％ ３％

＊旧占領地＝武力侵攻後 、 ロ シ アの占領 を脱 し 、 ウ ク ラ イ ナ政府の施政権が回復された

領域を指す 。  

これらを見るとロシアに対するウクライナの国民感情は地域別及び現状

別において大きな差は見られず、特に怒り、憎悪といった敵がい心及び祖
国や国軍に対する誇りといった愛国心がロシア系住民の多い東部・南部に

おいても上位を占めたことは、そのような共通の国民感情がウクライナに
おけるナショナル・レジスタンスの実現を容易ならしめたと言えるかもし

れない。なおこの点については、表 の占領地の住民ですら敵愾心や愛

表 －ロシアの武力侵攻に対するウクライナの国民感情の 地域別の内訳（複数回

答）
全国 西部 中部 南部 東部

怒 り 、 憤慨 、憎悪 、嫌悪 ５ ３ ％ ５ ６ ％ ５ ５ ％ ５ ３ ％ ４ ６ ％

ウ ク ラ イナや軍に対する誇 り ５ ２ ％ ５ １ ％ ５ ６ ％ ４ ９ ％ ４ ５ ％

不安 、恐怖 、戦慄 ３ ８ ％ ３ ４ ％ ３ ９ ％ ３ ８ ％ ４ １ ％

衝撃 （ シ ョ ッ ク ） １ ９ ％ １ ６ ％ １ ８ ％ ２ ０ ％ ２ ６ ％

意気消沈 、感情喪失 ７％ ６％ ７％ ７ ％ １ ０ ％

恥辱 ６％ ７％ ６％ ４ ％ ８％

歓喜 ３％ ５％ ２％ ２ ％ １％

満足 、楽 しみ ０％ １％ ０％ １％ ０％

その他 ３％ ４％ ４％ ２％ ３％

何 もない ０％ ０％ ０％ ０％ ０％

答え られない １％ ２％ １％ １％ ２％

（ K I I S ,  P r e s s  R e l e a s e s  a n d  R e p o r t s ,  M a y  2 6 ,  2 0 2 2 、 以下表 1 3 も 同 じ 。 ）

表 －ロシアの武力侵攻に対するウクライナの国民感情の現状別 の内訳（複数回

答）
非占領地の住

民  

旧占領地の住

民＊  

占領地の住

民

怒 り 、 憤慨 、憎悪 、嫌悪 ５ ４ ％ ５ １ ％ ４ ６ ％

ウ ク ラ イナや軍に対する誇 り ５ ３ ％ ３ ７ ％ ４ １ ％

不安 、恐怖 、戦慄 ３ ７ ％ ４ ５ ％ ３ ９ ％

衝撃 （ シ ョ ッ ク ） １ ９ ％ １ ９ ％ ２ ２ ％

意気消沈 、感情喪失 ７％ １ ０ ％ １ １ ％

恥辱 ６％ ３％ ５％

歓喜 ３％ ０％ ２％

満足 、楽 しみ ０％ ０％ ０％

その他 ３％ ２％ ０％

何 もない ０％ ０％ １％

答え られない １％ ０％ ３％

＊旧占領地＝武力侵攻後 、 ロ シ アの占領 を脱 し 、 ウ ク ラ イ ナ政府の施政権が回復された

領域を指す 。  

これらを見るとロシアに対するウクライナの国民感情は地域別及び現状

別において大きな差は見られず、特に怒り、憎悪といった敵がい心及び祖
国や国軍に対する誇りといった愛国心がロシア系住民の多い東部・南部に

おいても上位を占めたことは、そのような共通の国民感情がウクライナに
おけるナショナル・レジスタンスの実現を容易ならしめたと言えるかもし

れない。なおこの点については、表 の占領地の住民ですら敵愾心や愛

表12　�ロシアの武力侵攻に対するウクライナの国民感情の地域別の内訳（複
数回答）

表13　�ロシアの武力侵攻に対するウクライナの国民感情の現状別の内訳（複
数回答）

（KIIS, Press Releases and Reports, May 26, 2022、以下表13も同じ。）

＊�旧占領地＝武力侵攻後、ロシアの占領を脱し、ウクライナ政府の施政権が回復され
た領域を指す。
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とともに、部分的にナショナル・レジスタンスに関与していると答えた国
民をこれに加えるとウクライナ語話者では 93％、ロシア語話者では 87％と
いう結果になったことを併せ考慮するならば、ウクライナのナショナル・
レジスタンスは国民の総意に基づく戦争そのものと言えるであろう 25。

かつてドイツのカール・フォン・クラウゼヴィッツ（Carl von Clausewitz）
は、その代表的著作の『戦争論』において、精神的諸要素という重要な部
分は武装した民衆による国民戦争においてのみ充分にその効果を発揮する
ことができると述べた上で国民戦争を常備軍による戦争と結びつけること
の必要性を強調したが、この意味からするならば 2022 年 2 月 24 日のロシ
アによる武力侵攻は、ウクライナをしてクラウゼヴィッツの教えの通り国
民戦争を常備軍による戦争に結びつける皮肉な結果をロシア自らが招いた
と言えるかもしれない 26。

２．何がナショナル・レジスタンスを可能にしたのか？

（1）ウクライナのボランティア

マイダン革命後のウクライナの軍改革に関する研究によれば、マイダン
革命における抗議運動の自衛基盤の設立とウクライナ東部における敵対行
動の開始に伴う義勇兵大隊の創設、またウクライナ軍に対する装備品の調
達と前線を含む地域における衛生及び従軍牧師の活動といった後方支援、
更に国防に関する課題とドンバス地方での軍事作戦に対する監視・監督を
通じ、非政府機関（NGO）、社会運動、草の根ネットワークからなるウク
ライナの市民社会（Civil Society）が事実上の安全保障部門におけるアクタ
ーになったとしている 27。また法執行機関（警察・検察）、情報機関、国境
警備隊を含む安全保障部門改革に関する研究においても、市民社会はドン
バス地方における軍事作戦以降、分権化、徴兵制、腐敗防止、法制度改革、
選挙制度改革、市民参加型意思決定などに積極的に関与し、現在でも核心
的な問題に対する国民の意識を高め、公的機関に改革の実施を迫る上で目
に見える役割を果たしてきたとしている 28。

しかし市民社会と国民の関係について見ると、両者は必ずしも密接に結
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びついていないことは明らかである。米国国際開発庁（USAID）と国際非
営利組織 Pact が 2020 年 7 ～ 8 月に共同で行った市民社会の活動について
の世論調査によれば、その前年において市民社会組織の活動に「積極的に
参加した」と答えた国民はわずか 5％に過ぎず、「稀に参加した」と答えた
国民の 14％を加えても 2 割に満たず、一方「時間がないので参加しなかっ
た」と答えた国民が 36％、また「関心がないので参加しなかった」と答え
た国民は 43％に上り、両者を合わせた国民の約 8 割は市民社会組織の活動
に関わった経験がないという結果となった 29。更にこの世論調査によって
明らかになったもう一つの事実は、ウクライナにおける活動的な組織や運
動のタイプを問う質問において「非政府・非営利機関（NGO、NPO）」と
答えた国民がわずか 4％に過ぎなかったのに対し、「ボランティア・グルー
プ」と答えた国民は 37％に上り、最多となった「慈善基金」の 43％に次ぐ
高い回答率になったことである 30。これはロシアによる武力侵攻後の 2022
年 9 ～ 11 月及び 2023 年 6 ～ 8 月の 2 回にわたって行われた世論調査にお
いて、過去 6 か月間に国民が行った民間抵抗の型式を問う質問に対し、「金
銭の寄付」（78％及び 79％）、「助けを必要としている人々に対するボラン
ティア」（60％及び 62％）とともに「ウクライナ軍を援助するためのボラ
ンティア」（52％及び 54％）が回答率の上位を占める結果になったことと
も共通している 31。

以上より、何がナショナル・レジスタンスを可能にしたのかという問い
を考えるにあたっては NGO などの市民社会組織とボランティアを区別し
た上で、より多くの国民とのつながりを有する後者に考察の重点を置くの
が適当と考える。因みに KIIS が 2021 年 12 月に行ったウクライナの社会機
構に対する国民の信頼度についての世論調査の結果を見ても「ボランティ
ア」を信頼していると答えた国民は 68％に達し、最多となった「ウクライ
ナ軍」の 72％に次ぐ高い支持率を記録した一方、NGO を意味する「Public 
organizations」の信頼度が 39％に止まったことはそれを裏付けている 32。
そしてマイダン革命後のボランティアに関する研究については、ウクライ
ナのニュー・ヨーロッパ・センターのカテリナ・ザレンボ（Kateryna 
Zarembo）上級研究員が、Come Back Alive、The People’s Home front、
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Army SOS など 5 つの大規模なボランティア組織によるウクライナ軍への
装備品の調達支援及び国防省内の改革事業に対する監督支援に関する事例
研究を通して活動の問題点を明らかにしている 33。またイタリアの国際問
題研究所のロザリア・パグリシ（Rosaria Puglisi）研究員は、義勇兵大隊

（Volunteer Battalion）の構成員が社会的、言語的、国籍上及び政治的に多
様性に富み、退職した警察官や軍人、小規模企業経営者、学生といった様々
な背景を有するマイダン革命の活動家を中心に構成され、中には犯罪歴を
持った人物も含まれていることや、大半の義勇兵（Volunteers）がマイダ
ン革命のジャコバン派（急進派）的態度を最前線に持ち込み、彼らは近代
的で機能的な腐敗のない国を創るためにマイダン革命で戦い、今はロシア
のウクライナ東部侵略に対して国を守っているが、彼らの願望が実現に失
敗したとき彼らは不安定な政治の舞台において資産（英雄）から負債（悪
党）に変わると述べているのは義勇兵の性格を知る上で注目に値する 34。

しかしそれらの研究は、いずれもボランティア組織や義勇兵の支持基盤
となっている国民については考察の対象に取り上げていないことを踏まえ
るならば、ナショナル・レジスタンスについての研究は未だ手付かずの状
態にあると言わざるを得ない。このことから改めてウクライナ社会の特性
は何かという点に着目して考えるならば、情報社会という概念がその問い
に対する答えの手掛かりになるのではないかと考える。因みにそれは増田
米二・ニューヨーク工科大学名誉教授が提唱した未来社会の概念として次
のように定義されている。

情報社会（The Information Society）
　モノやエネルギーに代わって、情報の価値の生産と利用を中心とし
て発展していく社会。これを推進するのがコンピュータ・通信技術を
中核とする情報革命であり、情報革命による人類社会の歴史的変革期
を情報エポック（information epoch）とよぶ。そして情報エポックの
本質は人間の知的労働への代替（オートメーション）と増幅（知的創
造）にある。そこで情報社会は〈人それぞれの知的創造がいっせいに
開花する社会〉だといえる。工業社会から情報社会への社会変革の数
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量的指標として①情報の価値の生産が物財やサービスの価値の生産を
上回る②政府や企業などフォーマル部門に対し、個人、家庭、コミュ
ニティなどインフォーマル部門が優位になる、の二つの転換が挙げら
れる。また質的変革の指標として①物的価値から時間的価値への価値
観の転換②自由主義経済から共働主義経済、議会制民主主義から直接
参加民主主義などの社会システムの変革が指摘される。35

増田は、将来の情報社会における新しい人間像として機会開発者を提示
するとともに、情報社会を実現するための重要な手段としてネットワーキ
ングを取り上げ、その具体的な姿として様々なボランティア活動を紹介し
ている。なお増田によれば、将来の情報社会では、すべての人に機会開発
者になる可能性が開け、目標を決めて、自己の能力を開発しながら、これ
を達成していく者（自己開発型）、知的なライフワークに取り組む者（知的
探求型）、コミュニティ活動やボランティア活動に励む者（社会奉仕型）な
ど多様な機会開発者が現れてくるとともに、機会開発者が社会変革者にな
ることによって個人やコミュニティといったインフォーマル・セクターと
国家や企業といったフォーマル・セクターとの相互関係は、対立的な関係
から有機的な一体化した関係へ変容するとしている 36。また同じくネット
ワーキングが目指す情報社会は、たんなるコンピュータ・通信を中心とし
た情報ネットワーク社会ではなく、情報インフラストラクチュアをベース
にし、市民の自主的な情報ネットワークで結ばれたグローバルな市民共同
体とされ、そこでは従来の上から下への社会的決定システムではなく、同
じような問題意識を持った機会開発者たちが、コンピュータを中核とした
情報・通信ネットワークで結ばれ、集団として意志決定を行う下から上へ
のネットワーク的決定システムが形成されるとしている 37。

（2）ウクライナの情報社会化

最近のウクライナの状況を振り返るならば、我々はそこに増田が思い描
いた情報社会の姿を見ることができる。米国の戦略国際問題研究所（Center 
for Strategic ＆ International Studies、以下「CSIS」と略）のリポートによ
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れば、ウクライナの情報通信技術（ICT）産業はロシアとの戦争以前、「ヨ
ーロッパの新興の虎」として 20 万人以上の熟練技術者を擁するとともに
GDP の 4％を占めるまでになり、サイバーセキュリティ、人工知能（AI）、
移動通信アプリ、電子政府などにおいて急速に発展したとされている 38。特
にゼレンスキー大統領が 2019 年に発表した電子政府構想を踏まえてデジ
タル変革省が 2020 年 2 月に立ち上げたウェブポータル、移動通信アプリ、
電子政府ブランドの「Diia」（ウクライナ語で「行動」を意味するとともに

「国家と私」の頭文字でもあるという）は、国民一人ひとりと政府の間のシ
ンプルで明確かつ迅速な相互作用をかなえるという現代的な考えを基に、
運用開始から 3 か月で利用者が 230 万人以上に達し、その後 2021 年 8 月に
Diia を日常的に使用する利用者（active users）は 600 万人を超え、同年 11
月には登録者数が 950 万人以上に拡大するに至っている 39。なお KIIS が
2022 年 9 月に行った公共電子サービスに関する世論調査によれば、昨年 1
年間で Diia を利用したと回答した国民は全国平均で 51.6％、地域別では西
部が 46.1％、中部が 51.0％、南部が 53.0％、東部が 61.8％であり、主な戦
場となった南部及び東部が全国平均を上回り、また Diia を含む公共電子サ
ービスを受けることについて「非常に肯定的」及び「ある程度肯定的」に
捉えている国民の合計は全国平均で 79.1％、地域別では西部が 76.8％、中部
が 78.6％、南部が 79.4％、東部が 84.0％となり、同じく主戦場となった南部
及び東部が全国平均を上回る結果となっている 40。因みにロシアの武力侵攻
に際してウクライナの国民が Diia にロシア軍の位置情報をアップロード
し、ウクライナの情報機関がそれを軍の防衛作戦に活用したり、多くのユ
ーザーからの要望を受けて無人機をモニターするアプリ機能が追加され、
無人機からの情報を基にロシア軍からウクライナの検問所を守るなど Diia
はウクライナの抵抗を象徴するものの一つになったとされている 41。

また別の CSIS のレポートによれば、ウクライナ政府は汚職や賄賂とい
った腐敗を撲滅するため 2015 年にオープンソースによる公共調達（電子入
札）システム「ProZorro」を立ち上げたが、2022 年のギャラップの世論調
査によれば 74％の国民は政府内部に腐敗が蔓延していると信じ、また 78％
の国民は民間部門においても腐敗が蔓延していると信じているとした上で、



ロシアの武力侵攻に対するウクライナのナショナル・レジスタンス

　阪経法論 91（’24.11）　⑰

ロシアとの戦争は政府に対する国民の信頼を高めたが、腐敗やスキャンダル
についてのウクライナの歴史的な認識は、政府と民間が長期的な信頼を構築
する上で共に克服する必要がある障害として残存しているという42。なお
KIIS が 2023 年 9 ～ 10 月に行った、政府の腐敗取締の成果についての世論
調査によれば、それを「前向きの取組の成果」と肯定的に評価した国民は
59％であったのに対し、「前向きの変化は見られない」と否定的に評価した
国民は 36％に止まり、また「たとえ戦争が長期化し、独立が脅かされても
領土を放棄すべきではない」とする意見を支持すると回答した者が、上記
の肯定的評価をした国民において 88％を占めるに至ったことは、国民の領
土回復の希望が政府の腐敗取締の成否如何にかかっていることを明らかに
している 43。そしてこの点からするならば、今や腐敗との戦いがウクライ
ナ全体の生存に関わるものとなっているとした上で西側諸国は腐敗を口実
にウクライナへの支援を制限でき、また敵を防ぐために活動しているボラ
ンテイアのモチベーションを削ぐこともできるという評論家の指摘は注目
に値する44。

更に KIIS が 2023 年 12 月に行った政府に対する国民の認識についての世
論調査によれば、「政府は両親のような存在であり、国民はその子供のよう
に世話を受ける必要がある」との考えを支持すると回答した国民は 30％で
あり、3 年前に行った前回調査時に比べて 6 ポイント減少したのに対し、

「政府は労働従事者であり、国民は政府の行動をコントロールするリーダー
になる必要がある」との考えを支持すると回答した国民は 66％に上り、前
回調査時に比べて 11 ポイントも増加する結果になったことは、情報社会ウク
ライナにおける個人と国家の関係の変化を裏付けているように思われる 45。
また同じく KIIS が 2023 年 9 ～ 10 月に行った立法議会選挙及び大統領選挙
の実施の可否などを問う世論調査によれば、「両選挙は戦争終結後に実施す
べきであり、今はその時期ではない」との考えを支持すると回答した国民
は 81％に達し、「憲法で定められている通り立法議会選挙は 2023 年 10 月
に、そして大統領選挙は 2024 年 3 月に実施すべき」との考えを支持すると
回答した国民はわずか 16％に止まったこと、そしてその世論調査結果が公
表された 1 週間後の 11 月 6 日にゼレンスキー大統領が選挙について今はそ
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の時期ではないとする否定的な見解を正式に表明したことは、増田が指摘
した情報社会における下から上への意志決定システムの形を変えた具体的
な表れと言えるかもしれない 46。そして KIIS が 2023 年 9 ～ 10 月に行った
各種組織に対する国民の信頼度についての世論調査によれば、「立法議会」
について信頼できると回答した国民はわずか 21％に過ぎず、前年 5 月の前
回調査時に比べて 37 ポイントも大幅に減少しているのに対し、「ボランテ
ィア」について信頼できると回答した国民は 87％に達し、最多のウクライ
ナ軍への信頼度（94％）に次ぐ結果になったことは、前掲の増田による情
報社会の定義の最後にある議会制民主主義から直接参加民主主義への社会
システムの変革の動きと見ることもできるかもしれない 47。

かつて増田は、情報社会における政治システムが工業社会における議会
制民主主義から直接参加民主主義に変わる理由として、第一に市民の行動
パターンが物的欲求の充足から目的達成欲求の充足へ変化すること、第二
に国家や企業の権力構造が肥大化し、それらによる政策決定が市民生活に
重大な影響を及ぼすようになってきたこと、第三に解決を要する問題が一
国を超えたグローバルな問題となり、その解決が一人ひとりの個人的行動
に深く関わってきていること、そして第四にコンピュータ・通信技術革命
によって多数の市民の政策決定への直接参加のための技術条件が整備され
てきたことを挙げているが、ウクライナにおける市民の行動パターンがマ
イダン革命に代表される国民の民主主義社会実現という目的達成欲求の充
足へ変化したこと、国家や企業における腐敗・汚職が市民生活に重大な影
響を及ぼすようになっていたこと、ロシアのクリミア併合を含む東部侵略
がグローバルな問題となり、しかもそれが国家分断という国民に直接関わ
るものとなってきたこと、および情報通信技術の普及により市民の政治参
加のための環境が整備されてきたことを踏まえると、今のウクライナがそ
の理由の全てを満たしていることは明らかである 48。そして以上の点を踏
まえるならばマイダン革命以後のウクライナの情報社会化が、政府の政策
決定に対する国民の直接参加、即ちボランティアの発展を促し、それがロ
シアの武力侵攻に際してナショナル・レジスタンスを可能ならしめたと考
えられる。因みにエストニアの国際防衛安全保障センターのアンナ・ブラ
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フ（Anna Bulakh）研究員は、ウクライナのボランティア組織が次の 5 つ
の理由により変革するに至ったと述べ、第一に組織が国家機構に統合され、
ウクライナ軍や内務省の治安部隊に正式に編入されたこと、第二に組織が
政治的圧力団体になったこと、第三に野党に回った組織は独自の政治勢力
を構築するのではなく、政府批判に重点を置いたこと、第四に組織が欧州
との統合政策に重点を置いたこと、そして第五に組織が社会政策に重点を
置いたことを挙げているが、これらはいずれも情報化がもたらした政府の
政策決定に対する国民の直接参加の動きと見ることもできるであろう 49。

３．ウクライナのナショナル・レジスタンスの意義とは何か？

（1）ウクライナのナショナル・レジスタンスに対する関心

我が国では、BBC など欧米主要メディアによるインターネット・ニュー
スやウクライナ在住の日本人ジャーナリストが著したルポルタージュ、ま
た日本で育ったウクライナ出身の経営者兼 YouTuber が立ち上げた動画チ
ャンネルを通じて、ウクライナのナショナル・レジスタンスに関する貴重
な現地の情報がもたらされているにもかかわらず、それについての本格的
な研究は未だに行われていない。試みに 2022 年版及び 2023 年版の防衛白
書はロシアによるウクライナ侵略に一章を割いて詳しく解説しているもの
の、ナショナル・レジスタンスへの言及はなく、防衛省のシンクタンクで
ある防衛研究所が 2022 年 5 月に発行した『ウクライナ戦争の衝撃』（別冊
東アジア戦略概観）においても、ナショナル・レジスタンスは取り上げら
れていない。また国会図書館調査及び立法考査局が 2024 年 3 月に公表した
総合調査報告書『ロシアによるウクライナ侵略をめぐる諸問題』において
もナショナル・レジスタンスに関する考察は見当たらない。このような中
でジーン・シャープ（Gene Sharp）の戦略的非暴力論を考察した中見真理・
清泉女子大学名誉教授は、国防政策に市民による非軍事的防衛を組み込む
というシャープの発想のメリットとして「市民が防衛の主体になることか
ら、自分たちの社会を守るに値するものに改善させたいとする動きを強め
ていく可能性がある」というシャープ自身の意見を紹介しており、ウクラ



論 説

⑳　阪経法論 91（’24.11）　

イナのナショナル・レジスタンスを考える上でも参考に値するものと考え
られるが、この点に関する更なる考察は見当たらない 50。

このような我が国の現状に対して、欧米では今日のウクライナを明日の
我が身と捉え、ロシアによる新たな侵略を想定したナショナル・レジスタ
ンスの本格的な研究が既に行われている。在欧米特殊作戦コマンド

（SOCEUR）は、ロシアによるクリミア侵略以前の 2013 年 7 月にレジスタ
ンス戦に関するプロジェクトを立ち上げた後、オバマ政権の欧州再保証イ
ニシアティブに基づき 2014 年 1 月以降、エストニア、ラトビア、リトアニ
ア、ポーランド、フィンランド、スウェーデン、ノルウエー、デンマーク、
米国、英国、オランダ及び NATO 特殊作戦司令部から国防・外務・内務そ
の他の省庁の軍人・文官の代表者や研究者が参加するセミナー、ワークシ
ョップ及び机上演習をシリーズ開催し、その成果を基に 2019 年にレジスタ
ンス作戦概念（Resistance Operating Concept、以下「ROC」と略）を策
定、公刊するとともに 2020 年に NATO 特殊作戦司令部は、それを NATO
版 ROC と し て 包 括 的 防 衛 ハ ン ド ブ ッ ク（Comprehensive Defense 
Handbook）に採用するに至っている 51。因みに ROC とは総体的防衛（Total 
Defense）あるいは包括的防衛を通じて危機以前における国家の強靭性の
向上を政府に促すとともに、政府全体（whole-of-government）及び社会全
体（whole-of-society）のアプローチとされ、また従来の伝統的防衛

（Traditional Defense）と NATO の総体的防衛の最も顕著な相違点は、後
者において国民がより多くの重要な役割を担うことであり民間企業、ボラ
ンティア組織及び個人がそれに含まれるとしている 52。そして国土防衛隊
や防衛連盟といったボランティア防衛組織が総体的防衛の概念における民
間防衛の遂行に当たって重大な役割を担うとともに、ボランティア組織も
非常に多くの国民と関わり国民の郷土防衛意識の育成強化に努めていると
の記述は、ウクライナのナショナル・レジスタンスにおけるボランティア
活動にも通じるものと言えるであろう 53。

それではウクライナのナショナル・レジスタンスの基盤を形成してきた
情報社会化に伴う国民意識の変化、すなわち腐敗汚職のない民主主義社会
の実現という国民の目的達成欲求に基づくロシア型社会との決別と欧米型
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社会への転換の意義は、ROC においてどのように反映されているのであろ
うか。それを知る手掛かりが国内外の世論の支持を獲得するために国民等

（audience）の意識に働きかけることを目的としたストラテジック・コミュ
ニケーションに関する記述である。ROC によれば、国民が侵略国家に対す
るレジスタンスを行っている場合、その侵略国家によって新たに政権の座
に就いた代理国家は、国を治めようとしてもほとんどの国民がその正統性
を認めないし、また国際法上も占領者による新たな国家が国際社会によっ
て承認される見込みは極めて小さく、侵略国家とその友好国以外の国はそ
の国家主権を認めないとした上で、侵略行為による正統性と国家主権の欠
如をストラテジック・コミュニケーションのメッセージとすることが謳わ
れている 54。確かに侵略行為は侵略を受ける国民にとって許し難いもので
あり、それが現地の一部住民の独立運動に見せかけて行われた場合、その
背後にいる侵略国家に対する国民の不信感が増幅されるのは、2014 年のロ
シアのクリミア併合とドンバス地方の侵略に対するウクライナ国民の反応
を見れば明らかである 55。もし 2014 年のそれがロシア軍部隊による直接侵
略であったならば、恐らく当時のウクライナ国民は現在のようなナショナ
ル・レジスタンスに立ち上がったであろう。しかしロシアが行ったのは現
地住民の独立運動を利用した巧妙な間接侵略であったことから、当時のウ
クライナ国民は立ち上がる機会を見失う結果となった。そしてその代わり
にウクライナ国民全体にロシアに対する不信感が増幅され、それがウクラ
イナ軍の改革、更には腐敗汚職のない民主主義社会の実現というウクライ
ナ国民の目的達成欲求に基づくロシア型社会との決別と欧米型社会への転
換を加速させることになったと見ることができる。以上の点を踏まえるな
らば ROC のストラテジック・コミュニケーションに関する記述において、
国民や国際社会に発信するナラティブ、テーマ、メッセージやコミュニケ
ーション戦略に上記の教訓が取り上げられていないのは片手落ちと言わざ
るを得ないであろう。

（2）ウクライナのナショナル・レジスタンスの意義
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ロシアの侵略に対するナショナル・レジスタンスに本格的に取り組んで
いるのが、バルト三国の中のリトアニアと北欧のスウェーデンであり、そ
の取組を代表するものが 2015 年にリトアニア国防省が作成した『緊急事態
と戦争に生き残るための備え：重大な勧告への明るく前向きな取組』（60
ページ）と 2018 年にスウェーデン民間緊急事態庁が作成した『もし危機や
戦争が到来したら』（20 ページ）の二つの国民向けパンフレットである。

始めにリトアニア国防省のパンフレットは、その序文において本冊子は
緊急事態及び戦争という状況においてリトアニア市民に求められる行動を
示した手引きであること、また社会が緊急事態及び戦争という課題に深い
関心を示すことが最も重要であること、そして我々の社会が自覚を持ち成
熟しているサインとして、それを認識することが我々を潜在的な侵略者に
対して優位に立たせるとともに我々をより強く、より安全にするとしてい
る 56。次いでナショナル・レジスタンスに関し、侵略者が自国の領土の一
部を掌握することに成功した場合、侵略者の永続的な支配の確立を阻止す
るために市民的抵抗の手段に訴えなければならないと述べた上で、市民的
抵抗の基本的な方法と原則に精通することが我々を強くし、侵略者を打ち
破ることができるとしている 57。そして更にパンフレットは、侵略者の軍
隊が一時的に居住場所に駐留し、軍占領当局として活動を開始した場合の
対応に関し、軍占領当局に協力しないこと、侵略者やその協力者の命令に
従わないこと、彼らが主催するいかなる集会やその他のイベントにも出席
しないこと、いかなる情報も与えないこと、そして更に安全に行えるなら
ば敵の部隊による攻撃的な行動をビデオに収録し、インターネットなど利
用可能な媒体を利用して、CNN、BBC など国際的なメディアに転送するよ
う呼び掛けている 58。その他パンフレットは、ソーシャルメディアや国際
的なメディアを利用して直接侵略国の市民に自国の政府指導者が占領地で
行っている侵略行為や犯罪行為を周知させたり、侵略者の情報システムに
対するサイバー攻撃を実施するよう促している 59。

またスウェーデン民間緊急事態庁のパンフレットは、その序文において
スウェーデンは多くの他の国々よりも安全であるが、我々の安全と独立、
平和、自由及び民主主義は我々が日常的に守り、強化していかなければな
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らない価値であると述べるとともにスウェーデンに暮らす誰もが我々の国
の安全と安心のため連帯責任を分かち合うとしている 60。次いでナショナ
ル・レジスタンスに関し、もしスウェーデンが攻撃されたら、レジスタン
スが求められると述べた上で、我々は我が国に対する様々な攻撃に抵抗し
なければならない、もしスウェーデンが他国から攻撃を受けたとしても
我々は決してあきらめない、レジスタンスを中止するといった情報は全て
噓であると断じている 61。なおパンフレットは、偽情報や噂及び敵のプロ
パガンダに対して警戒心を持つよう促すとともに敵の攻撃は我々の IT シ
ステムに対して行われ、敵は偽情報によって我々に影響力を行使しようと
試みると述べて情報戦への備えも強調している 62。

そして国際電気通信連合（ITU）が公表している 2024 年の情報通信技術
開発指数（ICT Development Index）によれば、リトアニアは 94.2 で前年
より＋ 2％向上し、スウェーデンも 95.3 で前年より＋ 1％向上しており、両
国の ICT 能力は G7 を構成する米国 96.7（前年比：＋ 0％）を除いて、日
本 93.2（同：＋ 1% ）、英国 93.6（同：＋ 1％）、ドイツ 87.8（同：＋ 1％）、
フランス 89.8（同：＋ 0％）、イタリア 87.7（同：＋ 2％）、カナダ 88.6

（同：＋ 2％）を上回っている 63。なおロシアの武力侵攻後、ICT 能力を駆
使してロシア軍の戦車部隊や艦艇を精密なドローン攻撃によって撃破し、
情報化時代の新たな戦争様相を作り出したウクライナの ICT 開発指数は
81.0（同：＋ 0％）、また侵略国家ロシアのそれは 90.6（同：＋ 2％）で、い
ずれもリトアニア及びスウェーデンに立ち遅れている 64。一方リトアニア
と同じくロシアの脅威に直面しているバルト三国のラトビアとエストニア
の ICT 開発指数は 94.3（同：＋ 1％）及び 97.9（同：＋ 1％）、またバルト
三国と同じくロシアの脅威に直面している北欧のフィンランドとノルウェ
ーの ICT 開発指数も 98.1（同：＋ 1％）及び 93.4（同：＋ 3％）であり、い
ずれもロシアを引き離している 65。そしてこのことは情報化時代の戦争の
勝敗の要因が何かを我々に教えているのであり、本来 ICT 開発指数でロシ
アに大きく引き離されているウクライナが、その ICT によってロシアに対
抗し続けることを可能ならしめているのも民間の IT 技術者の多くがナシ
ョナル・レジスタンスに参加しているからと言えるかもしれない。因みに
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日本貿易振興機構のレポートによれば、武力侵攻前の 2018 年時点でウクラ
イナの IT 専門家は 18 万 4,000 人、また IT 関連学位を持つ学生も毎年 1 万
6,000 人輩出され、その年のエンジニアリングの学位取得者数について西欧
諸国を含めた周辺国と比較すると、フランスの 10 万 6,000 人、ドイツの 9
万 3,000 人、トルコの 7 万 5,000 人、英国の 7 万 1,000 人、ポーランドの 6
万 6,000 人、スペインの 5 万 6,000 人、イタリアの 4 万 8,000 人、ルーマニ
アの 3 万 9,000 人に対し、ウクライナは 13 万人にも上っており、彼らがそ
の後ロシアに対するナショナル・レジスタンスを支える中心的役割を担っ
たことはメディアなどが伝える通りである 66。

以上の点を踏まえるならばウクライナのナショナル・レジスタンスは、
同じようにロシアの脅威と対峙している ICT 最先端国家群のバルト三国
及び北欧諸国にとって最上の教訓を提供しているのであり、ロシアの脅威
が現実のものとなった場合、そのロシアを上回る ICT 能力を駆使してウク
ライナのそれをバージョン・アップしたナショナル・レジスタンスを展開
することは目に見えており、ウクライナがロシアの侵略を退けた暁にはロ
シアはバルト三国及び北欧諸国への野望を断念せざるを得ないであろう。

おわりに

軍事アナリストの中村好寿は、軍事革命（RMA）に関する著書の中で工
業化時代の軍隊の物的戦闘力の殺傷・破壊を目標にした消耗戦が、情報技
術や精密誘導技術の発達した情報化時代においては軍隊の戦闘機能を麻痺
させることを目標にした麻痺戦に取って代わられると述べた上で、工業化
社会の軍隊が信奉するクラウゼヴィッツの軍事理論は情報化社会ではもは
や当てはまらないであろうと結論付けている 67。しかしそこには戦争にお
ける殺傷や破壊を忌避する国民は登場しても、ナショナル・レジスタンス
を志願する国民は存在しない。なぜなら中村によれば、情報化社会では国
家の生存といった「死活的な利益」を守る目的で戦われる戦争はめったに
起きないとされているからである 68。そして、このような中村の認識にも
かかわらず、クラウゼヴィッツの『戦争論』には現在のウクライナにおけ
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るナショナル・レジスタンスにも通じる考えが述べられており、それは次
の一節に表れている。

　将帥が全武装民衆をかくの如く強力に形成する為に最も好都合なる
方法は、その常備軍の一小部分を割き、之によって国民兵を援助せし
めるにある。常備軍の若干によるかかる援助によって鼓舞激励するこ
となくば、多くの場合住民は信頼の念と武器を執る衝動とを感じない
ものだ。69

即ち 2021 年 7 月に成立したウクライナのレジスタンス基本法は、レジス
タンス運動の組織化、準備、支援、指導における主導的役割はウクライナ
軍の特殊作戦部隊に属すると定め、これに基づいて特殊作戦部隊の隊員が
ナショナル・レジスタンスに参加した市民の戦闘訓練等の指導を担当して
おり、これは裏を返すならば現在のウクライナ政府がクラウゼヴィッツの
教えを実践していると言っても過言ではない 70。そしてこの事実が示して
いるようにクラウゼヴィッツの軍事理論は、決して過去のものではなく、
現代にも通じる真理を含んでいるのであり、改めて『戦争論』を読み返す
ならば、我々はそれが戦争における人間の心理を深く洞察した最上のテキ
ストであることを理解するに相違ない。かつて国際政治学者の永井陽之助
は「わが国の一部の戦略、軍事問題専門家のなかに、クラウゼヴィッツは、
時代おくれだという、それこそ時代おくれの謬見が、まかり通っているが、
戦略を研究し、戦史をよむということは、人間性を知ることにほかならな
い」と述べて、当時の欧米でのクラウゼヴィッツ流行のすさまじさを引き
合いに出して国民にクラウゼヴィッツの軍事理論を片時も忘れないでほし
いとしている 71。

因みにクラウゼヴィッツは、いかに弱小な国家であっても最後の会戦を
惜しんではならず、そうしなければ我々はそのような国家を魂なき国家と
言うだけであると述べた上で、たとえその結果不利な講和を締結すること
になったとしても、講和締結の意図と新たな防御処置をとる利益は矛盾せ
ず、それはかえって講和締結を容易ならしめ、その条件を有利ならしめる
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道であり、ましてやその国家の存亡に利害関係を有する他国からの援助が
期待できる場合はなおさら必要であると述べている 72。その一方で彼は、最
後の会戦に敗れ、ひたすら国民を平和の床に安眠させることのみを考え、
失望落胆のあまり戦う勇気も気分も失うような政府は、勝利が期待できな
いことを自ら表明するようなものであるとした上で、いかに惨憺たる敗北
を喫しようとも、節を屈して膝を折る前に国内へ退き要塞と民衆武装の威
力を発揮すべく努めなければならないとも述べている 73。そしてクラウゼ
ヴィッツが遺したこれらの教えを現在のウクライナが直面している状況に
当てはめるならば、我々はそれが今後のウクライナ政府の戦争指導を占う
重要な手掛かりとなり得ることを理解するであろう。
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